
 

 

 

 

 

 

 

□ （1）

□ （2）

□ （3）

□ （4）

□ （5）

□ （6） （5）の最高司令官。

□ （7）

□ （8）

□ （9）

□ （10）

□ （11） 労働者の団結権を認める法律。

□ （12）

□ （13）

□ （14） 1946年に日本で公布された憲法。

□ （15）

□ （16）

□ （17）

□ （18）

□ （19）

□ （20） （14）によって天皇は、国と国民統合の（　　　　）となった。

□ （21） 教育の基本を示した法律。

□ （22）

□ （23）

□ （24） （23）では、アメリカ、イギリス、フランス、ソ連、中国が（　　　　　　）となった。

□ （25）

□ （26）

□ （27） アメリカとソ連の対立は、実際の戦争と対比して（　　　　　）と呼ばれた。

□ （28）

□ （29）

□ （30）

□ （31）

□ （32）

□ （33） 発展途上国と先進工業国との経済格差問題。

連合国軍最高司令官総司令部をアルファベット三文字で。この司令部の命令にしたがって、戦後改革がおこな
われた。 GHQ

マッカーサー

戦争犯罪人とみなした軍や政府などの指導者の裁判。 極東国際軍事裁判（東京裁判）

昭和天皇が神であるという考え方を否定した宣言。 人間宣言

日本の固有の領土であった（　　　　）、奄美群島、小笠原諸島は本土から切り離され、アメリカの直接統治のも
とに置かれた。 沖縄

国後島、択捉島、歯舞群島、色丹島からなる（　　　　　）は、ソ連に占拠された。 北方領土

シベリア抑留

敗戦から間もなく、都市の駅前の焼けあとなどでおこなわれた、非合法の市場。 闇市

教育基本法

1949年に毛沢東を首席とする（　　　　　　　）が成立した。 中華人民共和国

大韓民国（韓国）

1945年10月、連合国は、二度の世界大戦の反省から、何をつくったか。 国際連合（国連）

（22）には、世界の平和と安全を維持する機関として何がつくられたか。 安全保障理事会

常任理事国

連合国の協調は長くは続かず、1949年に西側陣営でつくられた機構。 北大西洋条約機構（NATO)

1955年に東側陣営でつくられた機構。 ワルシャワ条約機構

朝鮮は北緯38度線を境として、1948年にアメリカが占領し、成立した国。

冷戦

GHQの基本方針によって選挙権は満25歳以上の男子から満（　①　）歳以上の（　②　）にあたえられた。 ①　20　②　男女

日本経済を支配していた財閥が解体されたこと。 財閥解体

労働組合法

労働条件の最低基準を定める法律。 労働基準法

（14）の公布された日。

象徴

（14）の憲法の基本原理① 国民主権

（14）の憲法の基本原理② 基本的人権の尊重

（14）の憲法の基本原理③ 平和主義

農村で行われた、地主が持つ小作地を政府が強制的に買い上げて、小作人に安く売り渡した改
革。 農地改革

日本国憲法

1946年11月3日

（14）が施行された日。 1947年5月3日

朝鮮は北緯38度線を境として、1949年にソ連が占領し、成立した国。 朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）

1950年に（30）が武力による統一を目指して（29）に侵攻し始まった戦争。1953年に休戦をした。 朝鮮戦争

アフリカ

南北問題

アフリカでは1960年に17か国が独立し、「（　　　　　　　）の年」と呼ばれた。

満州でソ連軍にとらわれた約60万人の人々が数年間シベリアで強制労働させられたこと。1
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目標時間

30分
1節 戦後日本の発展と国際社会

第6章 現代の日本と世界



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□ （34）

□ （35）

□ （36） 1951年、吉田茂内閣がアメリカなど48か国と結んだ条約。

□ （37）

□ （38）

□ （39） 1955年に自由民主党（自民党）が結成され38年間にわたり政権を取り続けたこと。

□ （40）

□ （41）

□ （42）

□ （43） 中ソの支援を受ける北ベトナムや南ベトナム解放民族戦線とアメリカが戦った戦争。

□ （44）

□ （45）

□ （46） 1972年に田中角栄内閣によって中国との国交が回復した宣言。

□ （47）

□ （48）

□ （49）

□ （50）

□ （51）

□ （52） 1964年に日本で開かれたオリンピック。

□ （53）

□ （54）

□ （55） 1971年に（　　　　）庁を設置した。

□ （56）
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1955年から73年までの間、年平均で10％の成長を続けたこと。 高度経済成長

日中共同声明

1978年に中国と結んだ条約。 日中平和友好条約

1972年5月佐藤栄作内閣がアメリカとの交渉をすすめ、（　　　　）が日本に復帰した。 沖縄

核兵器を「持たず・つくらず・持ちこませず」という3つの原則。 非核三原則

1967年に西ヨーロッパ諸国が経済統合を進めるために設立した組織。 ヨーロッパ共同体（EC）

ベトナム戦争

1956年、鳩山一郎内閣によって、ソ連との国交が回復した宣言。 日ソ共同宣言

環境

1973年、第四次中東戦争をきっかけとして石油価格が大幅に上昇したこと。 石油危機（オイル・ショック）

おもなエネルギー源は石炭から（　　　　）にかわった。 石油

東京オリンピック

大気汚染や水質汚濁などの問題。 公害問題

1967年に（53）に対してつくられた法律。 公害対策基本法

1965年に韓国政府を朝鮮半島唯一の政府として承認した条約。 日韓基本条約

インドなどの提案で、植民地から独立した国々29か国が参加してインドネシアのバンドンで開かれ
た会議。 アジア・アフリカ会議

55年体制
1960年にアメリカとの関係をより対等に強化することを目指して、安保条約を結んだことに対する
反対運動。 安保闘争

1950年に朝鮮戦争をきっかけにして、日本に大量の軍需物資が調達され、好景気になったこと。 特需景気

GHQの指令により警察予備隊がつくられ、1954年に（　　　　）になった。 自衛隊

サンフランシスコ平和条約

それと同時に吉田内閣がアメリカと結んだ条約。 日米安全保障条約（安保条約）

1954年にアメリカの水素爆弾の実験で第五福竜丸が被ばく事件をきっかけに全国に広がった運
動。 原水爆禁止運動

日付 1回目 日付 2回目 日付 3回目


